大野市教育委員会告示第１１号
　
大野市子ども食堂見守り支援事業補助金交付要綱を次のように定める。
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大野市子ども食堂見守り支援事業補助金交付要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（趣旨）
第１条　この要綱は、子ども食堂の活動を通じた子どもやその家庭の状況の把握及び子どもに対する生活指導、学習支援等見守り体制の強化を図るため、支援対象児童等見守り強化事業実施要綱（令和２年６月２２日子発０６２２第４号厚生労働省子ども家庭局長通知別添３）に基づき実施する事業に対し補助金を交付することについて、大野市補助金等交付規則（昭和５７年規則第３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、子ども食堂とは、子どもの見守りを目的として、食事の提供を主とした支援を行う取組をいう。
　（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となるものは、市内において子ども食堂の活動に取り組む団体とする。
　（補助対象事業）
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる事業とする。ただし、子ども又は当該子どもを同伴する保護者等を対象とした無料又は低額の食事の提供（以下「食事支援」という。）を伴うものに限る。
　(1) 生活指導事業　基本的な生活習慣の習得及び生活指導を行う事業
　(2) 学習支援事業　学習習慣の定着等の学習支援を行う事業
（補助対象経費）
第４条　補助の対象となる経費は、補助対象事業に要する経費のうち、食材費、消耗品費、人件費、施設使用料、光熱水費、保険料、印刷費、通信運搬費とする。
（補助金の額）
第５条　補助金の額は、補助対象事業の実施回数（食事支援の実施回数を限度とする。）に２５，０００円を乗じて得た額とする。
２　前項の規定にかかわらず、他の収入額がある場合は、補助対象経費から当該額を控除した額を補助金の額の上限とする。
（交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとするものは、規則第５条に規定する補助金等交付申請書に、同条第１号で定める事業計画書に代えて、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1) 大野市子ども食堂見守り支援事業実施計画書（様式第１号）
(2) 前号に掲げるもののほか必要な書類
　（実績報告）
第７条　補助金の交付を受けたものは、事業が完了したときは、速やかに規則第１０条に規定する補助事業等完了実績報告書及び収支決算書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
　(1) 大野市子ども食堂見守り支援事業実績報告書（様式第２号）
　(2) 前号に掲げるもののほか必要な書類
（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。
　　　附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
　



様式第１号（第６条関係）
年度大野市子ども食堂見守り支援事業実施計画書
年　　月　　日
団体名　（　　　　　　　　　　　　　　）
代表者氏名（　　　　　　　　　　　　　　）
事業実施会場（所在地）（　　　　　　　　　　　　　　）
連絡先（　　　　　　　　　　　　　　）

	１
	事業開始年月日
	年　　月　　日

	２
	年間実施予定回数
	年間　　　　回

	３
	１回当たりの予定定員
	　　　　　　人

	４
	年間利用者見込（年間延べ人数）
	　　　　　人

	補助金交付額算出表

	１
	支出予定額
	　　　　　　　　　　　　円

	２
	収入予定額
	　円

	３
	実支出額
	　         円

	４
	補助基準額（２５，０００円×実施回数）
	　円

	５
	補助上限額（３、４のうち少ない方）
	　円

	６
	補助金申請額
	




様式第２号（第７条関係）
年度大野市子ども食堂見守り支援事業実績報告書
年　　月　　日
団体名　（　　　　　　　　　　　　　　）
代表者氏名（　　　　　　　　　　　　　　）
事業実施会場（所在地）（　　　　　　　　　　　　　　）
連絡先（　　　　　　　　　　　　　　）

	１
	事業実施年月日
	年　　月　　日　　～　　　年　　月　　日

	２
	年間実施回数
	年間　　　　回

	３
	年間利用者（年間延べ人数）
	　　　　　人

	補助金交付額算出表

	１
	支出額
	　　　　　　　　　　　　円

	２
	収入額
	　円

	３
	実支出額
	　         円

	４
	補助基準額（２５，０００円×実施回数）
	　円

	５
	補助上限額（３、４のうち少ない方）
	　円

	６
	補助金交付額
	



